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(百万円未満切捨て)

１．平成30年３月期第２四半期の連結業績（平成29年４月１日～平成29年９月30日）
（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

完成工事高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年３月期第２四半期 24,399 18.6 642 ― 782 ― 421 ―

29年３月期第２四半期 20,580 △10.7 △245 ― △131 ― △178 ―

(注) 包括利益 30年３月期第２四半期 913 百万円 ( ―％) 29年３月期第２四半期 △68 百万円 ( ―％)

　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

30年３月期第２四半期 95.11 ―

29年３月期第２四半期 △40.21 ―

※平成28年10月１日を効力発生日として普通株式５株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。これ

に伴い、1株当たり四半期純利益は、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、算定しております。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

30年３月期第２四半期 46,089 29,252 59.5

29年３月期 47,382 28,537 56.5

(参考) 自己資本 30年３月期第２四半期 27,418 百万円 29年３月期 26,759 百万円

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

29年３月期 ― 5.00 ― 60.00 ―

30年３月期 ― 25.00

30年３月期(予想) ― 65.00 90.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

平成30年３月期（予想）配当金の内訳 普通配当 75円00銭 記念配当 15円00銭（創立70周年記念配当）

※平成29年３月期第２四半期末配当金については、当該株式併合前の実際の配当金の額を記載しております。株式併

合後の基準で換算した平成29年３月期の年間配当金は85円となります。

３．平成30年３月期の連結業績予想（平成29年４月１日～平成30年３月31日）
(％表示は、対前期増減率)

完成工事高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 51,000 1.1 1,100 △0.2 1,300 △6.1 700 △12.8 158.12

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
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※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 30年３月期２Ｑ 4,627,680株 29年３月期 4,627,680株

② 期末自己株式数 30年３月期２Ｑ 200,653株 29年３月期 200,530株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 30年３月期２Ｑ 4,427,051株 29年３月期２Ｑ 4,427,591株

※期末発行済株式数、期末自己株式数及び期中平均株式数については、前連結会計年度の期首に株式併合が行われた

と仮定し、算定しております。

※ 四半期決算短信は四半期レビューの対象外です

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載している予想数値は、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づいたものであり、実際の業績

は予想と異なる場合があります。

　なお、業績予想に関する事項につきましては、四半期決算短信（添付資料）２ページ【連結業績予想などの将

来予測情報に関する説明】をご参照ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、雇用・所得環境が改善する中で、緩やかな回復基調が継続し

ているものの、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響が懸念されています。

　また、九州・沖縄における経済状況は、熊本地震の復興工事本格化などから、緩やかに拡大してきています。

　当社グループを取り巻く経営環境につきましては、光アクセス等の固定系通信工事が減少する一方、光コラボレ

ーションモデルによる新たなサービスの普及、クラウドサービス、ＩｏＴ、ＡＩ等が進展するとともに、国土強靭

化策の展開や老朽化に伴う社会インフラの更改等の拡大が期待されております。

　こうした状況の中、当社グループは中期経営計画2018の実現に向けて、今後のコアとなる事業へのチャレンジ、

徹底した効率化、グループ経営の推進及び人材力の強化等に取り組んできております。

　当第２四半期連結累計期間の経営成績につきましては、受注高は設備・環境事業が減少したものの、ソリューシ

ョン事業及びその他の事業が順調に推移したことにより、258億２千３百万円（前年同期比0.3％増）となり、完成

工事高は前期繰越工事の増加等により、243億９千９百万円（前年同期比18.6％増）となりました。

　損益につきましては、完成工事高の増加等により、営業利益６億４千２百万円（前年同期は２億４千５百万円の

営業損失）、経常利益７億８千２百万円（前年同期は１億３千１百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半

期純利益は、４億２千１百万円（前年同期は１億７千８百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりまし

た。

（２）財政状態に関する説明

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、現金及び預金が３億６千１百万円増加、未成工事支出金が21億６千８

百万円増加、投資有価証券が４億４千４百万円増加した一方で、受取手形・完成工事未収入金等が47億８百万円減

少したことなどにより、前連結会計年度末に比べ12億９千２百万円減少し、460億８千９百万円となりました。

　負債は、支払手形・工事未払金等が５億７千４百万円減少、短期借入金が16億８千４百万円減少したことなどに

より、前連結会計年度末に比べ20億７百万円減少し、168億３千７百万円となりました。

純資産は、利益剰余金が２億３千２百万円増加、その他有価証券評価差額金が３億４千５百万円増加したことな

どにより、前連結会計年度末に比べ７億１千４百万円増加し、292億５千２百万円となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成30年３月期の連結業績予想につきましては、平成29年５月12日に公表いたしました業績予想から変更はあり

ません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,200 4,561

受取手形・完成工事未収入金等 15,524 10,815

リース投資資産 1,742 1,954

有価証券 650 650

未成工事支出金 2,044 4,212

商品 354 472

材料貯蔵品 532 478

繰延税金資産 314 322

その他 510 698

貸倒引当金 △18 △17

流動資産合計 25,855 24,149

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 9,776 10,157

機械、運搬具及び工具器具備品 8,195 8,058

土地 7,589 7,589

建設仮勘定 259 56

減価償却累計額 △11,288 △11,347

有形固定資産合計 14,531 14,514

無形固定資産

のれん 74 62

その他 768 751

無形固定資産合計 843 813

投資その他の資産

投資有価証券 5,693 6,137

繰延税金資産 165 137

その他 471 521

貸倒引当金 △117 △123

投資損失引当金 △60 △60

投資その他の資産合計 6,151 6,612

固定資産合計 21,526 21,940

資産合計 47,382 46,089
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 6,659 6,084

短期借入金 4,700 3,015

未払法人税等 419 329

未成工事受入金 408 555

賞与引当金 706 651

役員賞与引当金 10 3

工事損失引当金 19 14

その他 769 487

流動負債合計 13,693 11,142

固定負債

長期借入金 1,348 1,629

繰延税金負債 1,355 1,507

役員退職慰労引当金 40 19

退職給付に係る負債 1,429 1,560

その他 978 977

固定負債合計 5,151 5,695

負債合計 18,844 16,837

純資産の部

株主資本

資本金 1,600 1,600

資本剰余金 1,959 1,959

利益剰余金 21,765 21,998

自己株式 △496 △497

株主資本合計 24,828 25,060

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,171 2,516

退職給付に係る調整累計額 △240 △159

その他の包括利益累計額合計 1,931 2,357

非支配株主持分 1,777 1,834

純資産合計 28,537 29,252

負債純資産合計 47,382 46,089
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

完成工事高 20,580 24,399

完成工事原価 19,499 22,425

完成工事総利益 1,081 1,974

販売費及び一般管理費 1,326 1,331

営業利益又は営業損失（△） △245 642

営業外収益

受取配当金 71 81

受取地代家賃 36 36

その他 16 30

営業外収益合計 125 147

営業外費用

支払利息 3 5

投資事業組合運用損 8 1

その他 0 0

営業外費用合計 11 7

経常利益又は経常損失（△） △131 782

特別利益

投資有価証券売却益 - 0

固定資産売却益 4 1

特別利益合計 4 1

特別損失

固定資産除却損 11 1

固定資産売却損 2 0

特別損失合計 13 1

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△141 782

法人税等 6 296

四半期純利益又は四半期純損失（△） △148 486

非支配株主に帰属する四半期純利益 29 65

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△178 421
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四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △148 486

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 3 345

退職給付に係る調整額 76 81

その他の包括利益合計 80 426

四半期包括利益 △68 913

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △97 847

非支配株主に係る四半期包括利益 29 65
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

税金費用の計算

税金費用については、主として当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を

合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。
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３．補足情報

四半期連結受注高及び完成工事高の状況

前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

（自 平成28年４月１日 （自 平成29年４月１日

　 至 平成28年９月30日） 　 至 平成29年９月30日）

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

前
期
繰
越
受
注
高

報
告
セ
グ
メ
ン
ト

情報通信工事業 6,773 65.5 8,893 65.6

ソリューション事業 837 8.1 1,177 8.7

設備・環境事業 2,649 25.6 3,055 22.5

計 10,261 99.2 13,127 96.8

その他 85 0.8 429 3.2

合計 10,346 100.0 13,556 100.0

報
告
セ
グ
メ
ン
ト

情報通信工事業 18,522 71.9 18,157 70.3

当
期
受
注
高

ソリューション事業 3,307 12.9 4,150 16.1

設備・環境事業 2,506 9.7 1,406 5.4

計 24,336 94.5 23,714 91.8

その他 1,409 5.5 2,108 8.2

合計 25,745 100.0 25,823 100.0

報
告
セ
グ
メ
ン
ト

情報通信工事業 15,324 74.5 16,765 68.7

完
成
工
事
高

ソリューション事業 2,388 11.6 3,090 12.7

設備・環境事業 1,524 7.4 2,439 10.0

計 19,237 93.5 22,295 91.4

その他 1,343 6.5 2,104 8.6

合計 20,580 100.0 24,399 100.0

報
告
セ
グ
メ
ン
ト

情報通信工事業 9,970 64.3 10,285 68.7

次
期
繰
越
受
注
高

ソリューション事業 1,757 11.3 2,237 14.9

設備・環境事業 3,632 23.4 2,022 13.5

計 15,360 99.0 14,545 97.1

その他 150 1.0 433 2.9

合計 15,511 100.0 14,979 100.0

※第１四半期連結会計期間より、従来「その他」に含まれていた「設備・環境事業」について、重要性が増したため報

告セグメントとして記載する方法に変更しております。なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については

変更後の区分により作成したものを記載しております。

※第１四半期連結会計期間より、公栄設備工業株式会社を連結子会社化いたしました。これに伴い、当第２四半期連結

累計期間の前期繰越受注高から公栄設備工業株式会社を「その他」に含めております。
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